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情報技術を活用した知識マネジメントと
組織特性との関係
― 理論的考察と実証研究 ―

佐 藤 耕 紀

⚑ は じ め に

エージェンシー理論の研究で有名な経済学
者の Jensen と Meckling（1998）は，⽛情報技
術の変化によって，適切な分権化の程度がど
のように変わるのかははっきりしない……技
術の改善によって特殊な知識を下層から上層
へと効果的に移転できるようになるのであれ
ば，集権化へ向かうことになるだろう。逆に，
これまで上層に特殊的だった情報を下層へと
移転することが容易になるのであれば，分権
化へと向かうだろう⽜と述べた。

たとえば，かつてタクシーの配車は，顧客
の住所を本部から無線で多くの車に伝え，顧
客に近い車が応答して客先へ向かうという自
律分散的なシステムだった。ところが，GPS
によって各車の位置を本部で把握できるよう
になると，本部が集権的に配車を決定するシ
ステムが主流となった（近年はスマートフォ
ンなどの GPS によって顧客の位置も把握で
きるようになり，配車システムはさらに進化
しつつある）。

また，飲食チェーンなどでは，各店内に設
置された監視カメラを本部のスタッフがつね
にモニターし，異常や問題を発見した場合に
は本部主導で迅速に対応するというような体
制をとっているケースもある。こうした事例
は，IT の導入が集権化を推し進めた例と考え

ることができるだろう。
一方で，たとえば 2006 年まで 19 年連続の

増収増益を達成した⽛トリンプ・インターナ
ショナル・ジャパン⽜（国内シェア第⚒位の下
着メーカー）では，その原動力のひとつとし
て，毎朝⚘：30 からの早朝会議が有名だった。
全国の拠点をテレビ会議システムでつなぎ，
社長をはじめ課長以上は全員出席するこの会
議では，平均で⚑～⚒分に⚑つというスピー
ドで議案が処理され，終了後まもなく議事録
が全社員へ向けてメール送信された。このよ
うな情報共有によって，現場の社員たちは全
体の状況や方向性を理解しつつ，各自の判断
ですばやく的確な意思決定を行うことが可能
となっていた（関，1999；大久保，2003）。ト
リンプのケースは，情報技術（IT）の活用に
よって分権化が促進され，有効に機能するよ
うになった事例だと考えられる。

このように個別の事例では両方のケースが
観察されるが，はたして日本企業における平
均的な傾向としては，情報技術を活用した知
識マネジメント（以下⽛IT・知識マネジメン
ト⽜と略記）の導入にともなって，集権的ヒ
エラルキーの度合いが強まっているのだろう
か，それとも分権的ネットワークのような組
織形態へと向かっているのだろうか。

情 報 技 術 の 研 究 で 著 名 な 経 済 学 者 の
Brynjolfsson（2003）は，IT 投資と企業の生産
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性との関係がそれほど明確ではないとい
う⽛生産性パラドックス⽜の原因を追究する
過程で，IT 投資が効果をあげている企業には
共通する組織特性がみられることを見出した。

また，Brynjolfsson と Hit（2002）は，IT と
相性のよい組織構造を⽛デジタル組織⽜と呼
び，その主な特性として，①情報アクセスと
コミュニケーションについてのオープンな政
策，②意思決定権限の分散化とライン従業員
への権限委譲，③業績に強く連動したインセ
ンティブ，④企業文化への積極的な投資，⑤
組織全体の戦略目標についての日常的なコ
ミュニケーション，⑥優れた従業員を募集・
採用することの重視，⑦（オンライン教育を
含む）採用後の教育への精力的な投資，とい
う⚗点を挙げた。

こうした研究結果と同様に，日本企業でも
IT・知識マネジメントと相性のよい⽛デジタ
ル組織⽜のような組織特性は見出されるのだ
ろうか。

本稿ではこうした疑問に答えることを目指
して，先行研究にもとづく理論的フレーム
ワークおよび仮説を示すとともに，企業アン
ケート調査による実証研究を行いたい。

⚒ 理論的フレームワークと仮説

2.1 IT・知識マネジメントについての理論
的フレームワーク

Alavi と Leidner（2001）は，知識マネジメ
ントの先行理論について広範なレビューを行
うとともに，IT の活用によって可能となる知
識マネジメントのプロセスについて，図表⚑
のようにまとめられる理論的フレームワーク
を示した。

具体的な概念の操作化と測定方法について
は実証研究の節で説明するが，本稿では彼ら
のフレームワークに示される概念にもとづい
て，IT・知識マネジメントの測定変数に反映
させた。

2.2 組織特性についての理論的フレーム
ワーク

佐藤（2003）は，組織類型に関する 11 の先
行研究をレビューし，組織特性の共通点につ
いて検討した結果，これら 11 の組織類型に
は共通する組織特性がかなり含まれており，

⽛ヒエラルキー型⽜および⽛ネットワーク型⽜
という原型的な組織類型に集約・統合するこ
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図表 1 知識マネジメントのプロセスと，それを支援する IT

知識マネジメント
のプロセス

知識創造 知識の保存・再利用 知識の移転 知識の応用

支援する IT データマイニング
学習ツール

電子掲示板
知識貯蔵データベー
ス

電子掲示板
ディスカッション・
フォーラム
知識ディレクトリー

エキスパート・システム
ワークフロー・システム

IT によって可能
となること

新しい知識ソース
の結合
ジャスト・イン・
タイム学習

個人および組織の記
憶を支援
グループ間での知識
へのアクセス

より拡張された内部
ネットワーク
より多くの可能なコ
ミュニケーション・
チャネル
より速い知識ソース
へのアクセス

多くの場所で知識を応
用することができる
ワークフローの自動化
による，新しい知識のよ
りすばやい応用

プラットフォーム
技術

グループウェアとコミュニケーション技術

イントラネット
出所：Alavi と Leidner（2001）



とが可能であると考えた（図表⚒）。
また，佐藤（2012）は⽛ヒエラルキー型⽜

と⽛ネットワーク型⽜という両極理念型的な
組織形態を定義づける⽛中核的組織特性⽜に
ついて議論し，図表⚓のようにまとめた。彼
はまた，⽛ヒエラルキー型⽜または⽛ネット

ワーク型⽜の組織が有効に機能することを補
助・促進する補完的な組織特性を⽛付随的組
織特性⽜と呼び，図表⚔のようにまとめた。

具体的な概念の操作化と測定方法について
は後の実証研究の節で説明するが，本稿では
佐藤のフレームワークに示される組織特性項
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図表 2 組織類型に関する先行研究のまとめ

ヒエラルキー型組織 ネットワーク型組織

Weber（1922） 官僚的（bureaucratic）

Drucker（1954） 職能別（functional） 連邦的（federal）

McGregor（1957） X 理論（Theory X） Y 理論（Theory Y）

Burns and Stalker（1961） 機械的（mechanistic） 有機的（organic）

Chandler（1962，1977） 職能別
（functional）

事業部制
（multidivisional）

Likert（1967） システム 1（System 1） システム 4（System 4）

Miles and Snow（1978） 防衛型（Defender） 開拓型（Prospector）

Mintzberg（1989） 機械的（machine） 革新的（innovative）

寺本（1990） ハイアラキー ネットワーク

Alstyne（1997） ヒエラルキー
（hierarchies）

ネットワーク
（networks）

飯尾（1998） ヒエラルヒー ヘテラルヒー
出所：佐藤，2003，p.17

図表 3 ヒエラルキー型とネットワーク型の中核的組織特性

ヒエラルキー型 ネットワーク型

意思決定 集権的
個人的

分権的
集団的

コミュニケーション 垂直的 水平的

コントロール 公式的・他律的 非公式的・自律的

組織編成 固定的 流動的

メンバー 固定的・専門的
均一・同質

流動的・総合的
多様・異質

リーダーシップ
固定的・権限や地位に基
づく
命令指示型

流動的・知識や能力に基
づく創発誘導型

組織の境界 内部統合型
固定的・閉鎖的

提携・協力型
流動的・開放的

出所：佐藤（2012）



目を，測定変数として質問調査票に反映させ
た。

2.3 IT・知識マネジメントと組織特性との
関係についての理論と仮説

近年のいわゆる IT（情報技術）革命によっ
て，組織内外のコミュニケーションにかかわ
るコストは大きく低下してきた。こうした情
報コストの低下が意思決定構造に及ぼす影響
について，Malone（1997）は図表⚕のように
まとめている。

Malone によれば，中程度の価値の情報を
扱う意思決定に関しては，情報コストが低下
していくにつれて，最初は⽛独立・分権⽜か
ら⽛集権⽜（ヒエラルキー型）への移行が起こ
り，次に⽛情報連結・分権⽜（ネットワーク型）
へと移行していく。

なぜそのようなことが起こるかというと，
まず，遠隔情報の価値が中程度で，それを獲
得するための情報コストがそれ以上に高い

（情報利用の便益よりもコストの方が高い）
場合には，調整（情報の利用）をあきらめて
各主体が独立に⽛独立・分権⽜型の意思決定
を行う方がよいことになる。つぎに，徐々に
情報コストが下がり，集権的に情報を利用す
る場合のコストよりも便益の方が大きくなる
と，⽛集権⽜（ヒエラルキー）型の構造で調整
を行うようになる。さらに情報コストが下
がってはじめて，⽛情報連結・分権⽜（ネット
ワーク）型の調整が行われるようになる。こ
のあとに説明するように，ネットワーク型の
調整では，ヒエラルキー型の場合よりも多く
のコミュニケーション・コストが必要となる。

Malone の理論は，歴史的な事実とも合致
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図表 4 ネットワーク型とヒエラルキー型の付随的組織特性

ヒエラルキー型 ネットワーク型

メンバー特性

低い知識水準 高い知識水準

狭い視野 広い視野

短期的な展望 長期的な展望

知識・理念・ビジョン・
共通言語の共有

弱い知識共有 強い知識共有

弱い理念・ビジョン共有 強い理念・ビジョン共有

弱い共通言語共有 強い共通言語共有

組織文化

効率性重視 創造性重視

閉鎖的・競争的 開放的・協力的

少ない仮説提案 多くの仮説提案

少ない仮説検証 多くの仮説検証

インセンティブ・人事制度

固定給中心 業績給中心

外因的インセンティブ中心 内因的インセンティブ中心

簡潔な業績測定 綿密な業績測定

プロセス重視 結果重視

環境適応 事前計画型 臨機応変型

イメージ・評判 低いイメージ・評判 高いイメージ・評判
出所：佐藤（2012）



する。Chandler（1962，1977）によれば，1840
年以前には，産業は散在する小規模の伝統的
企業によって担われており，生産・流通の大
規模な調整は存在しなかった（⽛独立・分権⽜
の時代）。1850～1880 年代にかけて，鉄道・
蒸気船・電信といった輸送と通信のインフラ
ストラクチャーが整い，情報コストが低下し
てはじめて，生産・流通を集権的に管理する
大企業が現れた（⽛集権⽜への移行）。大企業
の組織構造は，1920 年ごろまでは集権的な職
能別組織が中心であったが，その後は分権的
な事業部制組織への移行と垂直統合の解体が
進んだ（⽛情報連結・分権⽜への移行）。

Malone の理論にしたがえば，情報革命に
よって情報コストが下がれば，意思決定構造
は集権的なヒエラルキー型から，分権的な
ネットワーク型へと移行することになる。

上記の議論とも関連するが，たとえば
Facebook や LINE のグループ機能のような，
多対多のコミュニケーションを効率化する
IT ツールは，調整が難しいという従来のネッ
トワーク型組織の弱点を補うと考えられる。

図表⚖に示したように，リーダーを置くヒ
エラルキー型のシステムでは，集団内のコ
ミュニケーション経路はメンバー数に対して
ほぼ比例的にしか増加せず，しかも最終決定
を行う権限をもつリーダーがいるため，迅速
で効率的な意思決定を行うことができる。こ
れに対して，メンバーどうしが対等で自由な
コミュニケーションを行うネットワーク型の
システムでは，コミュニケーション経路がメ
ンバー数のほぼ⚒乗に比例して増大するため，
組織が大きくなるにつれて調整プロセスは加
速度的に複雑になり，意思決定は困難となる。

このような多人数によるコミュニケーショ
ンの難しさが，ネットワーク型組織の最大の
弱点であった。インターネットも電子メール
もない時代には，ネットワーク型の組織にお
いて情報をくまなく伝達したり，意見をまと
めたりすることは至難の業であり，組織とし
ての統合性や一貫性を保つことが困難であっ
た。この点において，ヒエラルキー型組織の
優位性があったといえる。

しかし IT 革命によって，組織内のコミュ

経営論集（北海学園大学）第 17 巻第 4 号
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図表 5 情報コストと意思決定構造

出所：Malone, 1997, p.31 に基づいて作成



ニケーションにおけるヒエラルキーの役割は
小さくなりつつある。Drucker（2002，p.68）
は，⽛今日の企業はヒエラルキーを基礎とし
て構築されている。こうした階層のほとんど
は情報を中継するためにあるが，それは他の
あらゆる中継器と同様，非常に貧弱なもので
ある。情報が中継されるたびに情報量の半分
が失われる。将来のマネジメントでは，階層
数はきわめて少数となり，情報の中継者は非
常に有能でなければならないだろう⽜と述べ
ている。

以上のような理論的考察から，IT・知識マ
ネジメントによる情報コストの低下は，ヒエ
ラルキーの強みを低下させ，ネットワークの
弱点を補う方向に作用すると考えられる。つ
まり，IT・知識マネジメントはネットワーク
型組織と補完的であり，IT・知識マネジメン
トの導入がネットワーク型組織への移行を促
進する，あるいはネットワーク型組織では
IT・知識マネジメントへの投資が積極的に行
われるといった現象を通じて，両者の間には
正の相関関係が生じることが予想される。

そこで本稿では以下のような研究仮説を設
定し，この後に示す実証研究によって検証し
たい。

仮説：⽛IT・知識マネジメントとネットワーク
型の組織特性との間には正の相関関係
がある⽜

⚓ 実 証 研 究

3.1 IT・知識マネジメントに関する概念の
操作化と測定

IT・知識マネジメントの調査項目について
は，先に挙げた Alavi と Leidner（2001）によ
る理論的フレームワークに示されている内容
を基本とし，さらに⽝日経情報ストラテジー⽞
の 2000～2002 年の記事を参照して，実際の
企業において重視され，多く採りあげられて
いる IT・知識マネジメントの内容を検討し，
12 項目の質問を作成した。

具体的には稿末付録に示した質問調査票に
あるとおり，それぞれの質問項目について

⽛現在の状況⽜と⽛⚕年前からの変化⽜を⚗段
階評価で回答してもらい，IT・知識マネジメ
ントに関する概念を多面的に測定した。

3.2 組織特性に関する概念の操作化と測定
組織特性の調査項目については，先に挙げ

た佐藤の理論的フレームワークに示されてい
る概念にもとづいて，質問項目を作成した。

具体的には稿末付録に示した質問調査票に
あるとおり，⽛中核的組織特性⽜11 項目と⽛付
随的組織特性⽜16 項目，合計 27 項目の質問
について⽛現在の状況⽜と⽛⚕年前からの変
化⽜を⚗段階評価で回答してもらい，組織特
性の概念を多面的に測定した。
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図表 6 メンバー数とコミュニケーションの経路数

メンバー数 2 人 3 人 4 人 100 人 n 人

ヒエラルキー型の
コミュニケーション経路数

1 2 3

99 n－1

ネットワーク型の
コミュニケーション経路数

1 3 6

4950 n(n－1)/2



3.3 企業アンケート調査の概要
調査対象は基本的に，ダイヤモンド社の

⽝組織図・事業所便覧 全上場会社版 2003⽞
に記載されたすべての上場企業（全 2668 社）
とした。

しかし，このうち 1997 年以降に設立され
た会社（54 社）については，⽛⚕年前の状況⽜
について質問することが適さないため，調査
対象から除外した。また，完全子会社化，合
併，倒産などによって 2002 年度末までに上
場廃止された企業（29 社）についても，対象
から除外した。残った 2585 社すべてに対し
て，質問調査票を発送した。

発送作業は，2003 年⚑月 30 日に行われた。
質問調査票の他に，調査依頼状と返信用封筒
が同封された。調査票の返送期日は同年⚒月
28 日とされた。

返送期日の近づいた⚒月 24 日，回収率向
上の目的でリマインダー（再依頼状）を発送
した。リマインダーは，その時点までに返信

（または断りの連絡）のなかった企業に対し
てのみ発送された。

返送期日後もしばらくの間は調査票の到着
が続くため，若干の余裕をみて，⚔月 30 日に
最終的に回収を打ち切った。238 社から有効
回答が寄せられ，有効回答率は 9.2％だった。

回答の得られた企業サンプルが母集団を代
表しているかどうかを検討するため，業種別
構成割合，規模別構成割合，設立年，前年売
上高，従業員数，平均年収，平均年齢といっ
た指標について，回答企業と全上場企業の平
均値や分布図を比較した。このような調査で
完全に偏りのないサンプルを得ることは不可
能だが，回答企業の代表性は概ね良好であり，
分析結果を大きく歪めるような要因は発見さ
れなかった。

3.4 仮説の検証
図表⚗と図表⚘に，IT・知識マネジメント

に関する変数と，組織特性に関する変数との

間の相関係数1) を示した。
図表⚗に示したのは⽛現在の状況⽜につい

ての質問から得たデータの分析結果であり，
IT・知識マネジメントの現状と，組織特性の
現状との間の相関関係が示されている。図表
⚘に示したのは⽛⚕年前の状況と比べると⽜
どうかという質問から得たデータの分析結果
であり，IT・知識マネジメントの⚕年前から
の変化と，組織特性の⚕年前からの変化との
間の相関関係が示されている。

また，IT・知識マネジメント全体を代表す
る変数として，12 変数の合計スコアを計算し
て分析に含めた。同様に，中核的組織特性に
関する 11 変数の合計スコアと，付随的組織
特性に関する 16 変数の合計スコアも計算し
て分析に含めた2)。

これら現状と変化についての相関関係を一
覧して見やすいように，図表⚙に⚕％未満の
水準で有意な相関関係をまとめて示した。＋
および－の符号は相関の方向（正負）を示し
ており，P は現在（Present）についての相関，
C は変化（Change）についての相関で有意と
なっていることを示している。

図表⚙に示されるように，仮説に反する負
の相関は⚓つのみだったのに対して，有意な
相関のほとんどは仮説どおりの正の相関だった。

また，IT・知識マネジメントの合計スコア
と，（ネットワーク型の）中核的組織特性の合
計スコアおよび（ネットワーク型の）付随的
組織特性の合計スコアとの間にも，仮説どお
りの正の相関がみられる。

このような相関分析の結果は，⽛IT・知識マ
ネジメントとネットワーク型の組織特性との
間には正の相関関係がある⽜という仮説をか
なり明確に支持するものといえるだろう。

⚔ お わ り に

以上のように，本稿では IT・知識マネジメ
ントへの取り組みと，ネットワーク型組織を
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図表 7 IT・知識マネジメント（現状）と組織特性（現状）との相関係数
インターネッ
ト環境の整
備(現在）

グ ル ープ
ウェアの導
入(現在）

知識交換・
議論の場

（現在）

成功事例・
ノウハウな
どのデータ
ベース

（現在）

専 門 知 識
をもつ社内
人 材 の 検
索システム
(現在）

社内ネット
の 横 断 的
検索ツール

（現在）

稟議・根回
しの電子化
（現在）

顧 客 や 納
入業者との
取引の電子
化(現在）

知識の活
用支援担
当者の設
置(現在）

IT 化推進
へのトッ
プレベル
の主導

（現在）

IT 導 入 に
伴う業務・
組織・意識
の改革

（現在）

優れた知
識の提供
を促す報
奨制度

（現在）

IT・知識
マネジメント

（12 変数合
計)(現在）

意思決定の
分権性（現在） 0.17＊＊ 0.15＊ 0.08 0.04 0.14＊ 0.00 0.01 0.03 0.15＊ 0.09 0.10 0.08 0.12

意思決定の
集団性（現在） 0.14＊ 0.05 0.02 -.05 -.04 -.01 0.08 0.10 0.05 0.05 0.04 0.02 0.05

コミュニケーション
の水平性(現在） 0.07 -.02 0.04 0.03 -.03 0.05 -.02 0.04 0.11 0.14＊ 0.20＊＊ 0.03 0.07

従業員の自律性
（現在） 0.06 0.11 0.08 -.00 0.06 -.00 -.05 0.06 0.04 0.06 0.11 -.01 0.06

組織編成の
流動性（現在） 0.11 0.09 -.02 0.05 0.07 0.04 0.08 0.02 0.09 0.17＊ 0.14＊ 0.03 0.10

従業員配置の
流動性（現在） 0.13 0.07 0.09 0.16＊ 0.10 0.11 0.13 0.11 0.13＊ 0.24＊＊ 0.17＊＊ 0.14＊ 0.18＊＊

従業員の
多様性（現在） 0.22＊＊ 0.23＊＊ 0.20＊＊ 0.15＊ 0.16＊ 0.07 0.04 0.17＊ 0.22＊＊ 0.18＊＊ 0.23＊＊ 0.07 0.22＊＊

リーダーシップ
の流動性(現在） 0.16＊ 0.18＊＊ 0.21＊＊ 0.31＊＊ 0.26＊＊ 0.27＊＊ 0.19＊＊ 0.27＊＊ 0.25＊＊ 0.29＊＊ 0.37＊＊ 0.30＊＊ 0.36＊＊

リーダーシップ
の創発誘導性

（現在）
0.28＊＊ 0.16＊ 0.16＊ 0.15＊ 0.14＊ 0.15＊ 0.16＊ 0.24＊＊ 0.18＊＊ 0.17＊＊ 0.18＊＊ 0.13 0.24＊＊

業務における
提携・協力の
利用（現在）

0.16＊ 0.15＊ 0.07 0.12 0.14＊ 0.19＊＊ 0.06 0.08 0.15＊ 0.10 0.08 0.13＊ 0.16＊

取引・提携関係
の流動性(現在） 0.16＊ 0.11 0.16＊ 0.17＊＊ 0.17＊＊ 0.13＊ 0.07 0.20＊＊ 0.16＊ 0.26＊＊ 0.17＊＊ 0.21＊＊ 0.23＊＊

中核的ネットワーク
特性（11 変数合
計）（現在）

0.28＊＊ 0.21＊＊ 0.18＊＊ 0.19＊＊ 0.20＊＊ 0.17＊＊ 0.12 0.22＊＊ 0.26＊＊ 0.29＊＊ 0.30＊＊ 0.19＊＊ 0.30＊＊

従業員の知識水
準の高さ(現在） 0.30＊＊ 0.26＊＊ 0.23＊＊ 0.20＊＊ 0.18＊＊ 0.24＊＊ 0.04 0.12 0.22＊＊ 0.19＊＊ 0.27＊＊ 0.16＊ 0.27＊＊

従業員の視野の
広さ（現在） 0.17＊＊ 0.11 0.18＊＊ 0.22＊＊ 0.25＊＊ 0.23＊＊ 0.05 0.19＊＊ 0.26＊＊ 0.24＊＊ 0.34＊＊ 0.26＊＊ 0.29＊＊

従業員の展望の
長期性（現在） 0.18＊＊ 0.14＊ 0.13＊ 0.13＊ 0.22＊＊ 0.23＊＊ 0.13＊ 0.21＊＊ 0.28＊＊ 0.22＊＊ 0.29＊＊ 0.20＊＊ 0.27＊＊

知識の共有の
強さ（現在） 0.16＊ 0.16＊ 0.13＊ 0.29＊＊ 0.22＊＊ 0.24＊＊ 0.21＊＊ 0.29＊＊ 0.32＊＊ 0.35＊＊ 0.41＊＊ 0.29＊＊ 0.36＊＊

理念・ビジョンの
共有の強さ(現在） 0.22＊＊ 0.18＊＊ 0.13 0.30＊＊ 0.21＊＊ 0.26＊＊ 0.19＊＊ 0.21＊＊ 0.37＊＊ 0.42＊＊ 0.43＊＊ 0.30＊＊ 0.37＊＊

共通言語の共有
の強さ（現在） 0.07 0.05 0.08 0.15＊ 0.07 0.15＊ 0.06 0.02 0.17＊＊ 0.17＊ 0.18＊＊ 0.14＊ 0.15＊

組織文化の
創造性（現在） 0.19＊＊ 0.16＊ 0.16＊ 0.21＊＊ 0.24＊＊ 0.25＊＊ 0.15＊ 0.21＊＊ 0.31＊＊ 0.28＊＊ 0.33＊＊ 0.26＊＊ 0.32＊＊

組織文化の開放
性･協力性(現在） 0.09 0.15＊ 0.14＊ 0.18＊＊ 0.19＊＊ 0.20＊＊ 0.19＊＊ 0.13＊ 0.31＊＊ 0.29＊＊ 0.39＊＊ 0.21＊＊ 0.29＊＊

業務改善に関
する仮説提案
の多さ（現在）

0.26＊＊ 0.15＊ 0.23＊＊ 0.34＊＊ 0.16＊ 0.30＊＊ 0.17＊＊ 0.38＊＊ 0.37＊＊ 0.36＊＊ 0.35＊＊ 0.27＊＊ 0.39＊＊

業務改善に関
する仮説検証
の多さ（現在）

0.21＊＊ 0.20＊＊ 0.21＊＊ 0.31＊＊ 0.19＊＊ 0.31＊＊ 0.13＊ 0.29＊＊ 0.33＊＊ 0.36＊＊ 0.30＊＊ 0.32＊＊ 0.37＊＊

業績給の割合
（現在） 0.14＊ 0.10 0.14＊ 0.19＊＊ 0.12 0.20＊＊ 0.18＊＊ 0.24＊＊ 0.24＊＊ 0.27＊＊ 0.23＊＊ 0.20＊＊ 0.26＊＊

内因的インセンティ
ブの割合(現在） 0.11 0.14＊ 0.09 0.16＊ 0.10 0.16＊ -.05 0.11 0.25＊＊ 0.13＊ 0.17＊＊ 0.15＊ 0.17＊＊

業績測定の
綿密性（現在） 0.16＊ 0.07 0.16＊ 0.14＊ 0.14＊ 0.21＊＊ 0.16＊ 0.19＊＊ 0.17＊＊ 0.23＊＊ 0.19＊＊ 0.18＊＊ 0.23＊＊

業績評価に
おける結果の
重視（現在）

-.05 -.06 -.08 -.03 -.09 -.06 -.06 -.14＊ -.08 0.01 -.04 -.04 -.08

環境適応の臨機
応変性(現在） -.04 0.01 -.07 -.04 -.04 -.10 -.04 -.02 -.10 -.03 -.14＊ -.05 -.08

イメージ・評判
の高さ（現在） 0.22＊＊ 0.16＊ 0.11 0.11 0.02 0.06 0.10 0.10 0.21＊＊ 0.31＊＊ 0.33＊＊ 0.22＊＊ 0.22＊＊

付随的ネットワーク
特性(16 変数合
計）（現在）

0.28＊＊ 0.23＊＊ 0.23＊＊ 0.34＊＊ 0.26＊＊ 0.34＊＊ 0.20＊＊ 0.31＊＊ 0.43＊＊ 0.45＊＊ 0.47＊＊ 0.36＊＊ 0.45＊＊

相関係数の後の星印は，⽛＊⽜が 5％未満の水準で有意，⽛＊＊⽜が 1％未満の水準で有意であることを示している。



経営論集（北海学園大学）第 17 巻第 4 号

― 127 ―

情報技術を活用した知識マネジメントと組織特性との関係（佐藤）

図表 8 IT・知識マネジメント（変化）と組織特性（変化）との相関係数
インターネッ
ト環境の整
備（5 年前と
の比較）

グ ル ー プ
ウェアの導
入（5 年前と
の比較）

知識交換・
議論の場（5
年前との比
較）

成功事例・
ノウハウなど
の デ ー タ
ベース（5 年
前との比較）

専門知識を
もつ社内人
材の検索シ
ステム（5 年
前との比較）

社内ネットの
横断的検索
ツ ー ル（5
年前との比
較）

稟議・根回
しの電子化
（5 年前との
比較）

顧客や納入
業者との取
引の電子化

（5 年前との
比較）

知識の活用
支援担当者
の 設 置（5
年前との比
較）

IT 化推進へ
のトップレベ
ルの主導

（5 年前との
比較）

IT 導入に伴
う業 務・組
織・意識の
改 革（5 年
前との比較）

優れた知識
の提供を促
す報奨制度

（5 年前との
比較）

IT・知識マ
ネジメント

（12 変数合
計）（5 年前
との比較）

意思決定の分権性
(5 年前との比較） 0.19＊＊ 0.13＊ 0.02 0.07 0.11 0.02 0.17＊＊ 0.11 0.17＊＊ 0.10 0.11 0.15＊ 0.15＊

意思決定の集団性
（5 年前との比較） 0.22＊＊ 0.09 0.08 0.07 0.10 0.05 0.10 0.12 0.13 0.08 0.21＊＊ 0.07 0.15＊

コミュニケーション
の水平性

（5 年前との比較）
0.12 0.02 0.09 0.08 0.08 0.10 0.04 0.10 0.11 0.16＊ 0.13＊ 0.14＊ 0.13

従業員の自律性
（5 年前との比較） 0.13＊ 0.13＊ 0.17＊＊ 0.13 0.12 0.05 0.07 0.06 0.07 0.17＊＊ 0.15＊ 0.14＊ 0.16＊

組織編成の流動性
(5 年前との比較） 0.27＊＊ 0.20＊＊ 0.10 0.21＊＊ 0.14＊ 0.12 0.19＊＊ 0.20＊＊ 0.19＊＊ 0.34＊＊ 0.31＊＊ 0.17＊＊ 0.27＊＊

従業員配置の流動性
(5 年前との比較） 0.14＊ 0.09 0.11 0.12 0.06 0.04 0.12 0.16＊ 0.11 0.26＊＊ 0.17＊ 0.12 0.17＊

従業員の多様性
（5 年前との比較） 0.18＊＊ 0.15＊ 0.08 0.14＊ 0.14＊ 0.14＊ 0.07 0.08 0.11 0.21＊＊ 0.17＊ 0.08 0.17＊＊

リーダーシップ
の流動性

（5 年前との比較）
0.11 0.13 0.19＊＊ 0.27＊＊ 0.24＊＊ 0.20＊＊ 0.19＊＊ 0.26＊＊ 0.24＊＊ 0.25＊＊ 0.22＊＊ 0.23＊＊ 0.28＊＊

リーダーシップ
の創発誘導性

（5 年前との比較）
0.33＊＊ 0.26＊＊ 0.28＊＊ 0.28＊＊ 0.28＊＊ 0.26＊＊ 0.37＊＊ 0.38＊＊ 0.35＊＊ 0.25＊＊ 0.30＊＊ 0.25＊＊ 0.40＊＊

業務における提
携・協力の利用

（5 年前との比較）
0.27＊＊ 0.23＊＊ 0.23＊＊ 0.29＊＊ 0.18＊＊ 0.25＊＊ 0.27＊＊ 0.31＊＊ 0.29＊＊ 0.26＊＊ 0.29＊＊ 0.30＊＊ 0.36＊＊

取引・提携関係
の流動性

（5 年前との比較）
0.28＊＊ 0.22＊＊ 0.22＊＊ 0.24＊＊ 0.23＊＊ 0.18＊＊ 0.21＊＊ 0.33＊＊ 0.26＊＊ 0.27＊＊ 0.27＊＊ 0.25＊＊ 0.33＊＊

中核的ネットワーク特
性（11 変数合計）

（5 年前との比較）
0.38＊＊ 0.28＊＊ 0.26＊＊ 0.32＊＊ 0.28＊＊ 0.23＊＊ 0.30＊＊ 0.35＊＊ 0.34＊＊ 0.39＊＊ 0.39＊＊ 0.32＊＊ 0.43＊＊

従業員の
知識水準の高さ

（5 年前との比較）
0.13＊ 0.07 0.11 0.08 0.07 0.17＊＊ 0.02 0.02 0.06 0.19＊＊ 0.20＊＊ 0.15＊ 0.14＊

従業員の視野の広さ
（5 年前との比較） 0.22＊＊ 0.15＊ 0.19＊＊ 0.25＊＊ 0.19＊＊ 0.24＊＊ 0.07 0.15＊ 0.13＊ 0.18＊＊ 0.32＊＊ 0.20＊＊ 0.26＊＊

従業員の展望の長期性
（5 年前との比較） 0.23＊＊ 0.12 0.14＊ 0.26＊＊ 0.21＊＊ 0.24＊＊ 0.17＊＊ 0.25＊＊ 0.24＊＊ 0.18＊＊ 0.25＊＊ 0.22＊＊ 0.28＊＊

知識の共有の強さ
（5 年前との比較） 0.16＊ 0.16＊ 0.26＊＊ 0.28＊＊ 0.24＊＊ 0.22＊＊ 0.32＊＊ 0.36＊＊ 0.25＊＊ 0.18＊＊ 0.28＊＊ 0.23＊＊ 0.33＊＊

理念・ビジョン
の共有の強さ

（5 年前との比較）
0.17＊ 0.09 0.13 0.20＊＊ 0.13＊ 0.22＊＊ 0.14＊ 0.25＊＊ 0.23＊＊ 0.31＊＊ 0.33＊＊ 0.28＊＊ 0.28＊＊

共通言語の共有の強さ
（5 年前との比較） 0.10 -.07 0.04 0.07 -.01 0.04 -.02 0.11 0.08 0.18＊＊ 0.15＊ 0.08 0.08

組織文化の創造性
（5 年前との比較） 0.13 0.09 0.13＊ 0.16＊ 0.11 0.08 0.18＊＊ 0.25＊＊ 0.21＊＊ 0.22＊＊ 0.17＊＊ 0.12 0.21＊＊

組織文化の
開放性・協力性

（5 年前との比較）
0.25＊＊ 0.18＊＊ 0.21＊＊ 0.26＊＊ 0.15＊ 0.23＊＊ 0.14＊ 0.28＊＊ 0.23＊＊ 0.27＊＊ 0.32＊＊ 0.28＊＊ 0.31＊＊

業務改善に関す
る仮説提案の多さ

（5 年前との比較）
0.23＊＊ 0.24＊＊ 0.21＊＊ 0.25＊＊ 0.13＊ 0.14＊ 0.08 0.18＊＊ 0.20＊＊ 0.33＊＊ 0.36＊＊ 0.25＊＊ 0.29＊＊

業務改善に関す
る仮説検証の多さ

（5 年前との比較）
0.14＊ 0.17＊＊ 0.26＊＊ 0.31＊＊ 0.28＊＊ 0.25＊＊ 0.18＊＊ 0.25＊＊ 0.27＊＊ 0.32＊＊ 0.37＊＊ 0.31＊＊ 0.35＊＊

業績給の割合
（5 年前との比較） 0.27＊＊ 0.22＊＊ 0.32＊＊ 0.41＊＊ 0.38＊＊ 0.37＊＊ 0.27＊＊ 0.29＊＊ 0.37＊＊ 0.26＊＊ 0.39＊＊ 0.43＊＊ 0.44＊＊

内因的インセン
ティブの割合

（5 年前との比較）
-.11 -.01 -.05 -.04 -.08 0.02 -.08 -.05 0.01 -.00 -.06 0.05 -.04

業績測定の綿密性
（5 年前との比較） 0.23＊＊ 0.16＊ 0.15＊ 0.15＊ 0.10 0.18＊＊ 0.12 0.19＊＊ 0.18＊＊ 0.29＊＊ 0.24＊＊ 0.22＊＊ 0.25＊＊

業績評価におけ
る結果の重視
（5 年前との比較）

0.11 -.03 -.02 0.09 -.02 -.03 -.16＊ -.10 -.04 0.04 0.02 0.03 -.02

環境適応の臨機応変性
（5 年前との比較） -.03 0.00 -.04 0.03 -.07 -.04 -.04 0.00 -.10 0.02 -.00 -.09 -.04

イメージ･評判の高さ
（5 年前との比較） 0.17＊ 0.05 0.04 0.02 -.02 0.04 0.02 0.11 0.11 0.28＊＊ 0.22＊＊ 0.17＊＊ 0.13＊

付随的ネットワーク
特性(16 変数合計)
(5 年前との比較）

0.30＊＊ 0.20＊＊ 0.26＊＊ 0.35＊＊ 0.23＊＊ 0.30＊＊ 0.18＊＊ 0.32＊＊ 0.31＊＊ 0.40＊＊ 0.44＊＊ 0.37＊＊ 0.41＊＊

相関係数の後の星印は，⽛＊⽜が 5％未満の水準で有意，⽛＊＊⽜が 1％未満の水準で有意であることを示している。



特徴づける組織特性とが同時にみられる傾向
のあることを示唆する相関関係が示された。

この結果は，Brynjolfsson と Hit（2002）の
いう⽛デジタル組織⽜のような組織特性が IT
の効果を高める，あるいは Malone（1997）が
いうように情報コストの低下とともに情報連

結・分権（ネットワーク）型の意思決定構造
へと移行していく，といった先行研究の内容
と整合的である。

本稿の研究結果は，海外で行われた実証研
究 の 結 果 と も 整 合 し て い る。た と え ば
Bresnahan と Brynjolfsson と Hitt（2000）は，
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図表 9 IT・知識マネジメントと組織特性との相関関係（まとめ）
インターネッ
ト環境の整
備

グ ル ー プ
ウェアの導
入

知識交換・
議論の場

成功事例・
ノウハウな
どのデータ
ベース

専 門 知 識
をもつ社内
人 材 の 検
索システム

社内ネット
の 横 断 的
検索ツール

稟議・根回
しの電子化

顧 客 や 納
入業者との
取 引 の 電
子化

知 識 の 活
用 支 援 担
当 者 の 設
置

IT 化 推 進
へのトップ
レベルの主
導

IT 導 入 に
伴う業務・
組織・意識
の改革

優 れ た 知
識の提供を
促 す 報 奨
制度

IT・知識マ
ネジメント

（12 変数合
計）

意思決定の
分権性 ＋P，C ＋P，C ＋P ＋C ＋P，C ＋C ＋C

意思決定の
集団性 ＋P，C ＋C ＋C

コミュニケーション
の水平性 ＋P，C ＋P，C ＋C

従業員の自律性 ＋C ＋C ＋C ＋C ＋C ＋C ＋C
組織編成の
流動性 ＋C ＋C ＋C ＋C ＋C ＋C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋C ＋C

従業員配置の
流動性 ＋C ＋P ＋C ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P ＋P，C

従業員の多様性 ＋P，C ＋P，C ＋P ＋P，C ＋P，C ＋C ＋P ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C
リーダーシップ
の流動性 ＋P ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

リーダーシップ
の創発誘導性 ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋C ＋P，C

業務における提
携・協力の利用 ＋P，C ＋P，C ＋C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋C ＋C ＋P，C ＋C ＋C ＋P，C ＋P，C

取引・提携関係
の流動性 ＋P，C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

中 核 的 ネット
ワーク特性

（11 変数合計）
＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

従業員の
知識水準の高さ ＋P，C ＋P ＋P ＋P ＋P ＋P，C ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

従業員の
視野の広さ ＋P，C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

従業員の
展望の長期性 ＋P，C ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

知識の
共有の強さ ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

理念・ビジョン
の共有の強さ ＋P，C ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

共通言語の
共有の強さ ＋P ＋P ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P ＋P

組織文化の
創造性 ＋P ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P ＋P，C

組織文化の
開放性・協力性 ＋C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

業務改善に関
する仮説提案
の多さ

＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

業務改善に関
する仮説検証
の多さ

＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

業績給の割合 ＋P，C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C
内因的インセン
ティブの割合 ＋P ＋P ＋P ＋P ＋P ＋P ＋P ＋P

業績測定の
綿密性 ＋P，C ＋C ＋P，C ＋P，C ＋P ＋P，C ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

業績評価におけ
る結果の重視 －C －P

環境適応の
臨機応変性 －P

イメージ・評判
の高さ ＋P，C ＋P ＋P ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C

付 随 的 ネット
ワーク特性

（17 変数合計）
＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C ＋P，C



約 400 社の大企業を対象とした研究において，
IT の増強が個人やチームへの権限移譲，労働
者のスキルと教育の増強，採用時の綿密な検
討や教育訓練と関連していることを発見した。
さらに彼らは，上記の労働慣行どうしの間に
も相関関係があることを見出した。このこと
は，上記の労働慣行が補完的な労働システム
の一部であることを示唆しているという

（Brynjolfsson と Hitt，2000）。
もちろん相関関係だけでは詳細なメカニズ

ムや因果関係を議論する根拠とはならないが，
日本企業を対象とした実証研究で，上記のよ
うな海外の先行研究と合致する結果がえられ
たことは興味深く，それなりに意義のあるこ
とではないかと考えている。
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注

1) ⚗段階尺度による測定であり，外れ値の影響と
いった心配はないため，ここでは通常の Pearson
の相関係数を用いた。

2) 合計スコアではなく主成分を用いる方法も考
えられるが，主成分の計算方法は複数あり，また
手法がブラックボックス化して解釈が難しくなる
ようなことを避けるため，ここではシンプルに合
計スコアを用いた。なお，いずれを使用しても結
果にそれほど大きな差は生じない。
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